
神奈川県からのお知らせ

2022年度関東経済産業局主催 省エネ推進セミナー



事業所等における自家消費型の太陽光発電等の導入を支援します。

自家消費型再生可能エネルギー導入費補助

対象者

県内に自家消費型の再生可能エネルギー発電設備を導入する
・法人
・青色申告を行っている個人事業者

補助額

（三浦市 城ヶ島水産(株)の設置事例）

～究極の電気の地産地消で、脱炭素に貢献！
電気代の削減！レジリエンス強化！～

発電出力１kW当たり６万円を乗じた額
※蓄電池を併せて導入する場合は、
補助額を上乗せ（１台15万円）

※上限額：1,000万円（大企業のみ）
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（令和５年度当初予算案） ※本事業は、令和５年度神奈川県当初予算において、事業予算が措置された場合に事業化されます。



事業所用太陽光発電・蓄電池の共同購入事業

事業所

◆太陽光発電（10kW以上）・蓄電池の購入希望者を募り、一括発注する
ことで、スケールメリットを活かし、通常よりも安い価格で購入可能

◆自家消費型再生可能エネルギー導入費補助との同時活用が可能

※開始時期等詳細は、決まり次第、神奈川県エネルギー課ホームページで御案内します。
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車両の導入に対する補助

燃料電池自動車（ＦＣＶ）等導入費補助
水素エネルギーの導入を促進するため、燃料電池自動車（ＦＣＶ）等
を導入する経費の一部を補助

トヨタ「ＭＩＲＡＩ」

人流・物流のゼロカーボン化を促進するため、ＣＯ２削減量が大きい
事業用電気自動車（ＥＶ）を導入する経費の一部を補助

補助対象 補助率 補助上限額

バス １／３ 1,500万円

タクシー １／３ 100万円

トラック（バン含む。） １／４ 500万円

軽トラック（バン含む。） 定額 20万円
※いわゆる緑ナンバー、黒ナンバーが対象

新 事業用ＥＶ導入費補助
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補助対象者 補助率 補助上限額

個人、個人事業者及び法人 １／３ 100万円

（令和５年度当初予算案） ※本事業は、令和５年度神奈川県当初予算において、事業予算が措置された場合に事業化されます。



充電設備の整備に対する補助

急速充電器

ＥＶ急速充電設備整備費補助

Ｖ２Ｈ充給電設備導入費補助

Ｖ２Ｈ

新 ＥＶ普通充電設備整備費補助
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（令和５年度当初予算案） ※本事業は、令和５年度神奈川県当初予算において、事業予算が措置された場合に事業化されます。

公共用又はバス・タクシー事業所にＥＶ急速充電設備を整備する
経費の一部を補助

建物とＥＶの間で充給電を行うＶ２Ｈ充給電設備を導入する
経費の一部を補助

補助対象者 補助率 補助上限額

個人、個人事業者及び法人 １／３ 25万円

共同住宅又はバス・タクシー・レンタカー・トラック事業所に
ＥＶ普通充電設備を整備する経費の一部を補助

補助対象者 補助率 補助上限額

共同住宅の管理組合等 定額 15万又は10万円

補助対象者 補助率 補助上限額

個人事業者及び法人 １／３ 100万円
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省エネ設備導入（更新）に係る費用の一部を補助します！

検索神奈川県 省エネ補助金

中小規模事業者 省エネ設備 導入支援補助

対象者
県内に事業所等を所有する

中小規模事業者※

※県内の事業活動における原油換算エネルギー使用量が
1,500kL／年、かつ使用する自動車が100台未満の事業者

対象設備

補助率

空調設備、LED照明設備等

１／３（上限：500万円）

県

補助金交付

中小規模事業者

省エネ設備更新

高効率空調設備、
LED照明設備 等

・CO2もコストも削減！
・脱炭素経営の実践
により企業価値向上！

再エネ電力利用企業は上限が600万円に！

※数種類の設備を指定する予定

（令和５年度当初予算案） ※本事業は、令和５年度神奈川県当初予算において、事業予算が措置された場合に事業化されます。

※詳細は、令和５年４月以降、県ホームページでご案内します。



脱炭素に向けたスマートファクトリー化を促進する事業
を開始します！

検索神奈川県 スマートファクトリー促進事業

スマートファクトリー促進事業

◆ カーボンニュートラル実施計画の策定

◆ エネルギーマネジメントシステム（EMS）

の導入に向けた伴走支援及び経費補助

県内中堅・中小製造業事業者

１／３（上限：900万円）

対象者

支援内容

EMS導入補助率
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（令和５年度当初予算案） ※本事業は、令和５年度神奈川県当初予算において、事業予算が措置された場合に事業化されます。

※詳細は、令和５年４月以降、県ホームページでご案内します。



カーボンニュートラル(CN)・脱炭素に係るワンストップ
窓口を設置し、中小企業を環境面・経営面で支援します！

中小企業カーボンニュートラル相談支援事業
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※詳細は、令和５年度当初予算成立後速やかに、
県ホームページ等でご案内します。

支援機関金融機関
省エネ診断等
実施機関

橋渡し

相談

県内中小企業 カーボンニュートラルに取り組みたいが、

・方法が分からない

・人材がいない など

◆ 補助金等の情報提供
◆ 脱炭素経営に関する普及啓発
◆ 専門家の派遣による現状把握・課題整理
（CNチェックシートの記入支援、補助金等の申請サポートなど）

ワンストップ相談窓口

（令和５年度当初予算案） ※本事業は、令和５年度神奈川県当初予算において、事業予算が措置された場合に事業化されます。
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ご視聴いただきありがとうございました。

各事業の担当部署は、次のとおりです。

事業 所属 連絡先

自家消費型再生可能エネルギー導入費補助 エネルギー課
太陽光発電グループ

045-210-4140

事業所用太陽光発電・蓄電池の共同購入事業 同上 同上

車両の導入に対する補助 エネルギー課
分散型エネルギー

グループ
045-210-4133

充電設備の整備に対する補助 同上 同上

中小規模事業者 省エネ設備 導入支援補助 環境計画課
計画書審査グループ

045-210-4083

スマートファクトリー促進事業 産業振興課
技術開発グループ

045-210-5646

中小企業カーボンニュートラル相談支援事業 中小企業支援課
中小企業支援グループ

045-210-5556


